
政 策 １２

～火災等の災害から市民生活を守ります～
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【めざしたい将来像】

市民一人ひとりが火災を発生させないようにするとともに、地域と行政で連携して、火災等による被害
が少ない安全・安心なまちを実現します。

上段：めざそう値（目標） 下段：実績

前期基本計画 現状値 後期基本計画
13年度 19年度 22年度 24年度 25年度 32年度

出火率（火災件数/対人口１万人）

— — — — 2.4

2.4

(32年)

3.7

（13年）

2.6

（19年）

2.5

（22年）

3.1

(23年)

【めざそう値（３２年度）設定の考え方】

人口が増加すれば火災件数は、比例して高くなる傾向にあるが、火災件数を抑えることにより昭
和35年以降、最も低い値であった21年の2.4を上回らないことをめざす。

上段：めざそう値（目標） 下段：実績

前期基本計画 現状値 後期基本計画
13年度 19年度 22年度 24年度 25年度 32年度

住宅用火災警報器の設置率

— — — — 70％ 90％

— — 66.4％
69.8％

(23年)

【めざそう値（３２年度）設定の考え方】

過去4年間の新築住宅世帯数の平均値が2.22%の為、11年後は24.42%増加する。残りの6.38%は、11
年間の普及活動によりめざす。

後期基本計画における「めざそう値」等一覧
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政策12
火災等の災害から市民生活を守ります

1.火災を予防します

1. 現況と課題

火災予防対策については、目まぐるしく変化する社会情勢の中、過去の火災を教訓として、防火管理制度、
消防用設備等の設置・維持管理基準、消防同意・立入検査など消防法令の整備を進めながら国を挙げて推進
してきました。そのような中、近年、防火対象物の多様化により、火災の状況も複雑化、多様化しています。

【特筆すべきニーズの変化】

① 雑居ビルや人が集まる場所で火災に遭遇したとしても、速やかに避難できるようになってい
ることが望まれています（ニーズの増）

② 高齢者や傷病者などで移動が困難な人でも、火災に遭遇したときには速やかに避難できるこ
とが望まれています（ニーズの増）

●火災件数と死傷者数（平成4年～平成23年）

出典：『消防年報』松戸市消防局

出典：『消防年報』松戸市消防局
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出典：消防庁ＨＰ

●全国の火災件数の推移 ●防火指導件数と参加者数

（件） （人）

また、全国における住宅火災による焼死者は、平成17年に1,220人（放火自殺者を除く）と過去最多となっ
ていましたが年々減少の傾向にあり平成23年には、1,070人となりました。本市における焼死者は、過去10年
の放火自殺者を除く平均は3.9人、過去5年の同平均は3.6人と横ばいにあるものの、今後本格的な高齢化社会
を迎えるに当たり、高齢者の火災による死者発生率が高いことを踏まえると、住宅用火災警報器をはじめと
する住宅防火対策は、喫緊の課題となっています。
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2. 施策の展開方向

本市における防火対象物数は、既存建物の老朽化による建替え等も含め、今後微増するものと思われます。
また、各種技術の進歩等により今後も防火対象物あるいは危険物施設は、構造の多様化、管理形態の多様化

が予想されます。それぞれに適した火災予防を講じるとともに、火災原因調査技術の強化をより一層高めて、
安全安心情報を積極的に発信することにより、出火防止及び被害の軽減を図ります。

また、立入検査や防火指導などを通じて、事業所等の火災予防啓発をより一層深めるとともに、違反対象物
に対して強力な指導を行っていきます。

さらに、全ての一般住宅への設置が義務付けられた住宅用火災警報器の設置促進にむけ、啓発活動に力を注
いでいきます。

【特筆すべき松戸の強み・弱み】

・ 市民の防火意識が高く、火災が延焼しにくい環境が整備されています（強み）

本市では例年、年間１００件前後の建物火災が発生しています。
そのうち約７０パーセントが住宅から発生し多くの住宅が焼失、時と
して尊い生命が犠牲となっています。火災予防は、一人ひとりの注
意と環境の整備が必要です。
「住宅用火災警報器」は火災の早期発見に効果的です。諸外国

においては、法制化などにより死傷者の激減、焼失棟数の減少に
つながっています。
消防法等の改正により「住宅用火災警報器」の設置が義務化にな

り、本市でも、新築住宅の場合平成１８年６月１日から、既存の住宅
は平成２０年６月１日から設置しなければならないこととなっておりま
す。

●住宅用火災警報器

出典：松戸市消防局ホームページ

●防火対象物数

●４階以上の中高層建築物数

消防法第2条に定める「山林又は舟車、船きよ若しくはふ頭に繋留され
た船舶、建築物その他の工作物若しくはこれらに属する物」をいい、具
体的には、劇場、百貨店、共同住宅、病院、学校、工場などが対象とな
ります。

出典：『消防年報』松戸市消防局

●危険物施設数

消防法第2条に定める危険物を製造、貯蔵及び取扱をする施設
をいい、具体的には、危険物を貯蔵する工場、ガソリンスタンドなど
が対象となります。

●防火対象物・危険物施設の立入検査
防火対象物や危険物施設の位置、構造、設備及び管理の状況

並びに危険物の貯蔵若しくは取り扱いについて立入検査を実施い
たします。
また、歳末の繁忙期における大規模物品販売店舗の特別査察、

文化財防火デーにおける文化財建築物の特別査察など、機会をと
らえた特別立入検査を実施いたします。

出典：予防課資料

出典：『消防年報』松戸市消防局 出典『消防年報』松戸市消防局

3. 施策を推進していく上での課題

社会的影響の大きい火災の発生ごとに法令の改正がされ、規制が複雑化しているため、事業所等が消防
関係法令の改正等に適合するよう適正に指導を行います。また、住宅用火災警報器の設置促進に向けた新
たな施策を講ずる必要があります。
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政策12
火災等の災害から市民生活を守ります

2.火災等の災害を拡大させない消防体制を確立します

1. 現況と課題

本市消防は、管轄人口において全国36番目（平成24年4月1日現在）であり、県内トップクラスの消防力を
有しています。人員や消防署所、消防車両などの消防力については、地域の実情に応じて、市が整備におけ
る指針を策定しています。厳しい財政状況にありますが、緊急消防援助隊や国際消防救助隊、武力攻撃事態
等における国民保護措置など消防に求められる役割は、ますます大きくなっています。

【特筆すべきニーズの変化】

① 松戸消防の消防力は、国内外の大規模災害に対する救助活動などでも活動することが望まれ
ています（ニーズの増）

② 消防の広域化によって、消防力の地域格差が是正され、効率的に運用されることが期待さ
れています（ニーズの増）

●松戸市の消防体制

●緊急消防援助隊と国際消防救助隊

緊急消防援助隊は、平成7年1月の阪神淡路大震災の教訓を踏まえ、国
内で発生した大規模災害時における人命救助活動等をより効果的かつ迅
速に実施し得るよう、各消防本部の協力を得て、平成7年6月に消防庁に創
設されました。本市では、平成24年4月1日現在、15部隊が緊急消防援助
隊として登録されており、実績としては、平成23年3月に発生した東日本大
震災に出動しています。

また、海外における大規模災害の救助要請に対応すべく、消防庁は、
昭和61年に「国際消防救助隊」を整備しました。本市では、平成24年4月1
日現在、6名の特別救助隊員が国際消防救助隊として登録されており、こ
れまでに、エジプトビル崩壊被害（平成8年10月）、台湾地震災害（平成11
年9月）に派遣されました。

津波被害現場で活動する緊急消防援助隊員（平成23年3月
東日本大震災）

出典：消防局消防救急課資料

出典：消防局企画管理室資料

松戸市消防局

（常備消防）

松戸市消防団

（非常備消防）

１局３方面本部１０消防署 体制 １団１０方面隊３６個分団 体制

○消防局（１室4課３方面本部） ○消防団本部（１個分団）

○第一方面（松戸市南西部）

中央消防署 中央方面隊（４個分団）

西口消防署 西口方面隊（３個分団）

二十世紀が丘消防署 二十世紀が丘方面隊（３個分団）

○第二方面（松戸市北部）

小金消防署 小金方面隊（４個分団）

馬橋消防署 馬橋方面隊（６個分団）

大金平消防署 大金平方面隊（２個分団）

八ヶ崎消防署 八ヶ崎方面隊（３個分団）

○第三方面（松戸市南東部）

五香消防署 五香方面隊（３個分団）

六実消防署 六実方面隊（２個分団）

東部消防署 東部方面隊（５個分団）
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2. 施策の展開方向

小金消防署をはじめ、老朽化の著しい消防署については、建替えを進め、大規模災害時の拠点としての機
能拡充や、市内の災害対応力を充実強化していきます。

また、消防の広域化については、千葉県の推進計画で示された組み合わせを踏まえ、近隣市との政令指定
都市研究などとも歩調をあわせながら、研究・検討を進めていきます。

一方、119番通報の受付業務については、平成25年度から千葉県域を1ブロックで消防救急無線をデジタル
方式に移行するとともに、119番通報の受付業務を北西部地域と北東部・南部地域の2ブロックに分け、北西
部地域は松戸市に共同指令センターを設置し大規模広域災害への対応能力を強化します。

【特筆すべき松戸の強み・弱み】

・市域が比較的狭く市街地となっているため、どの火災現場にも8分以内で到着できる8分消
防を実現する能力を保有しています（強み）

●近隣市の消防職員数（平成24年4月1日現在）

●近隣市の消防力（平成24年4月1日現在）

●近隣市の火災件数及び救助件数（平成23年）

●近隣市の消防水利（平成24年4月1日現在）

●近隣市の救急件数（平成23年）

消防が消火活動に必要となる水利施設（消火栓、防火水槽、河川、
プールなど）で消防法により指定されたものです。
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3. 施策を推進していく上での課題

消防署の建替え、消防の広域化及び共同指令センター事業は、市民を火災等の災害から守るための消防組
織における根幹を成す事業であることから、漏れ無く計画的に遂行するよう組織を挙げて取り組みます。
中でも設備投資が抑制されている当市の財政状況においては、大規模災害時の防災拠点施設となる消防署
の建替え事業の重要性を再認識し、当該事業を遂行いたします。

ポンプ車 はしご車 化学消防車 救助工作車 救急車

松戸市 488,339 61.33 10 14 5 2 3 10

船橋市 610,328 85.64 12 22 6 2 3 16

市川市 469,603 56.39 11 12 3 2 3 11

柏市 404,252 114.90 11 14 4 2 3 11

流山市 166,493 35.28 4 8 1 1 1 6

野田市 157,363 103.54 6 9 1 1 2 6

我孫子市 135,053 43.19 4 5 1 1 1 4

鎌ヶ谷市 108,794 21.11 3 5 1 1 1 5

消防車両(台)
消防署所

面積
(K㎡)

人口
(人)

出典 千葉県消防長会消防概況

出典 「消防年報」各市 

出典：消防救急課資料 
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政策12
火災等の災害から市民生活を守ります

3.災害等に迅速に対応します

1. 現況と課題

本市における火災件数は、過去10年間150件を前後に推移していましたが、ここ数年減少傾向にありました。
しかしながら、平成23年は151件となり、その他火災が過去5年から見ても急増した年でした。要因は放火・放
火の疑いが依然として多く、たばこの原因が急増したためです。災害出場件数は、火災、救助以外の災害（危
険物の漏洩、自動火災報知設備の鳴動、怪煙、市民の要請）に関する出場が増えていることもあり、平成19年
には2,337件であったものが、平成23年には2,774件まで増加しています。

多種多様な災害に対応するために、より実践に近い形で訓練を重ね、迅速に対応し、円滑な活動ができるよ
うな体制を強化し、取り組んでおります。

【特筆すべきニーズの変化】

① 増加する救急需要に現有の救急隊だけでは対応が困難になってきているため、消防隊を活
用して、救急需要を満たすことが期待されています（ニーズの増）

② 現有の消防力を活用して、さまざまな災害等（動物の保護など）に対応することが期待さ
れています（ニーズの増）

③ 消防隊が救急活動をすることに理解を示してきています（ニーズの増）
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出典：『消防年報』松戸市消防局

●火災件数と焼損床面積
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出典：消防救急課資料

出典：消防救急課資料
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（危険物の漏洩、自動火
災報知機の鳴動、怪煙、
動物の保護など）に関す
る出場をいいます。

出典：消防救急課資料
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平成19年から平成22年は、その他の出場にＰＡ連携を含む。平成23年のＰＡ連携は救急出場として計上。
（ＰＡ連携については政策13を参照）
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2. 施策の展開方向

災害対応については、部隊の円滑な運用や消防力の一層の強化を図るため、専任指揮隊等の部隊を整備し、
消火・救助に係る技術を高めるとともに、各種訓練や研修による職員の知識技術の習得と資質の向上に努め、
災害に迅速かつ的確に対応する部隊活動能力を強化していきます。

地域の災害対応において、消防団は、きわめて重要な役割を負っています。消防団員確保のため、様々な広
報や地域住民に理解を求める方策を展開していきます。また、事業所と消防団の連携体制の強化を促進し、消
防団の活動環境を整備していきます。

【特筆すべき松戸の強み・弱み】

① 多種多様な災害に対応するため、各種の訓練を実施し、隊員個々の災害対応能力が向上している。
（強み）

② 消防団員の充足率が高く、火災終息後の対応まできめ細かな対応ができます（強み）
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●近隣市の消防団員数（平成24年4月1日現在）

●消防団員数の変遷

出典：『消防年報』千葉市、船橋市、市川市、柏市、松戸市

松戸市 船橋市 市川市 柏市 八千代市 習志野市 流山市 野田市 我孫子市 鎌ヶ谷市

119番受付件数 29380 38797 44043 24774 11834 10293 5272 8241 6883 7161

災害件数 25027 31563 22598 17721 9137 8699 7582 7815 5942 4992
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●119番受付状況と災害件数（平成23年）

出典：「消防年報」各市

松戸消防音楽隊は、音楽を通した防火防災等の啓発を目的と
して昭和４２年に発足しました。 現在は、松戸まつりをはじめ市内
各所のイベント等年間２０数件の出演派遣を行い市民の皆様に
親しまれております。
音楽隊員は、消防職員はもとより、松戸市民から消防団員の採

用身分の方で構成されています。

●消防団員確保の方策～音楽隊員～

出典：松戸市消防局ホームページ

出典：『消防年報』松戸市消防局

（人
）

（％）
(人）

3. 施策を推進していく上での課題

今以上に安全管理に配意しつつ、高度な火災防御戦術及び部隊運用に対応出来る部隊の育成に取り組まな
くてはなりません。更に、大量退職期に伴う人材育成にも組織を挙げて取り組みます。また、消防団員は全
国的に減少傾向にあり、本市においても例外ではありません。一番の要因は被雇用者（サラリーマン）比率
の上昇であり、職場への遠慮や仕事との両立が入団をためらう理由として考察されることから、事業所等に
対し消防団活動への理解を得ることが必要であります。

消防音楽隊員数：職員15名・団員18名 計33名（平成24年4月1日現在）
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